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◆「障がい」と「障害」の表記について 

本計画では、法律等で規定している名称を除いて、「害」はひらがなで表記している

ため、「障がい」と「障害」の両方の表記があります。 
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第１章 総 論 
 

１ 計画策定の趣旨 

東秩父村では、障害者基本法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）に基づき、令和３年３月に東

秩父村障がい者支援計画（障がい者計画・第６期障がい福祉計画・第２期障がい児

福祉計画）を策定し、障害福祉サービス等の提供を進め、障がい児者や難病等の方

の支援に努めてきました。 

国では、障害者の日常生活及び社会を総合的に支援するため法律等の一部を改正

する法律（令和４年12月）により、障がい者等の地域生活や就労の支援の強化等に

より、障がい者等の希望する生活を実現を目指しています。 

障害福祉サービス等及び障害児通所支援の円滑な実施を確保するための基本的

指針が改正（令和５年５月）され、埼玉県においては、入所等から地域生活への移

行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備、

地域共生社会の実現に向けた取組、障がい児の健やかな育成のための発達支援、障

がい者の社会参加を支える取組の定着を図るとしています。 

令和３年５月に改正された障害者差別解消法により、令和６年４月１日から事業

者による障がいのある人への合理的配慮の提供が義務化されます。 

これらのことから、東秩父村においても、東秩父村障がい者支援計画（障がい者

計画・第６期障がい福祉計画、第２期障がい児福祉計画）の見直しを行い、障がい

者計画、第７期障がい福祉計画、第３期障がい児福祉計画を一体の計画として、新

たに東秩父村障がい者支援計画を策定します。 

また、権利行使の支援を進めるため東秩父村成年後見制度利用促進基本計画を合

わせて策定するものです。 

 

２ 各計画の概要 

障がい者支援計画として策定する、障がい者計画、第７期障がい福祉計画、第３

期障がい児福祉計画、成年後見制度利用促進基本計画の法的根拠、性格、計画期間、

関連計画は次のようになっています。 

なお、第６次東秩父村総合振興計画の「健康・福祉分野」を東秩父村地域福祉計

画として位置づけており、本計画の上位計画となります。 
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東秩父村障がい者計画の概要 

項 目 内 容 

法的根拠 障害者基本法第11条第３項に基づく「市町村障害者計画」 

性  格 
国等の計画及び村の障がい者等の状況を踏まえ、障がい者の自立及び社会参加

の支援等の施策を総合的に定める計画 

計画期間 令和６年度から令和８年度の３か年計画 

関連計画 第６次東秩父村総合振興計画を推進する部門別計画 

 

東秩父村第７期障がい福祉計画の概要 

項 目 内 容 

法的根拠 障害者総合支援法第88条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」 

性  格 
国の基本指針に即し、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提

供体制について定める計画 

計画期間 令和６年度から令和８年度の３か年計画 

関連計画 第６次東秩父村総合振興計画を推進する部門別計画 

 

東秩父村第３期障がい児福祉計画の概要 

項 目 内 容 

法的根拠 児童福祉法第33条の20第１項に基づく「市町村障害児福祉計画」 

性  格 
国の基本指針に即し、障がい児の通所支援、相談支援の提供体制について定め

る計画 

計画期間 令和６年度から令和８年度の３か年計画 

関連計画 
第６次東秩父村総合振興計画を推進する部門別計画 

東秩父村第２期子ども・子育て支援事業計画と整合性を図り策定 

 

東秩父村成年後見制度利用促進基本計画の概要 

項 目 内 容 

法的根拠 成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条に基づく計画 

性  格 
国の計画を勘案し、成年後見制度の利用促進に関する施策及び実施期間の設立

等について定める計画 

計画期間 令和６年度から令和８年度の３か年計画 

関連計画 第６次東秩父村総合振興計画を推進する部門別計画 
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関連計画 

健康増進計画 

新型インフルエンザ
等対策行動計画 

高齢者福祉計画・ 

介護保険事業計画 

地域防災計画 

子ども・子育て支援
事業計画 

各計画の期間 

年 度 
Ｒ３ 

(2021) 

Ｒ４ 

(2022) 

Ｒ５ 

(2023) 

Ｒ６ 

(2024) 

Ｒ７ 

(2025) 

Ｒ８ 

(2026) 

障
が
い
者
支
援
計
画 

障がい者計画 
      

障がい福祉計画 
      

障がい児福祉計画 
      

成年後見制度利用促進基本計画 
      

       

総合振興計画（地域福祉計画） 

   

 

 

   

子ども・子育て支援 
事業計画 

      

 

計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

前計画 本計画 

第６期計画 第７期計画 

第３期計画 

第６次計画 基本構想 

第２期計画 

第２期計画 

第３期計画 

前期基本計画 後期基本計画 

（第１期計画） 

国の基本指針・計画 

県の関連計画 

障がい者支援計画 

・障がい者計画 

・障がい福祉計画 

・障がい児福祉計画 

東秩父村総合振興計画 

（健康・福祉分野：東秩父村地域福祉計画） 

成年後見制度利用促進基本計画 



●第１章 総論 

 4 

３ 計画の対象者 

この計画における「障がい者」とは、障害者総合支援法における障害福祉サービ

スの対象となる身体障害者福祉法に規定する身体障がい者、知的障害者福祉法にい

う知的障がい者のうち18歳以上である者、精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律に規定する精神障がい者（発達障がい者を含み知的障がい者を除く。高次脳機能

障がいも対象となる。）のうち18歳以上である者、治療方法が確立していない疾病

その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障がいの程度が厚生労働大

臣が定める程度である者であって18歳以上である者（令和３年11月１日現在の障害

者総合支援法対象疾病：366疾病）です。 

また、「障がい児」とは、児童福祉法に規定する障がい児です。 

さらに、住民一人ひとりが障がい者等と共に地域で生活していることに理解を深

め、障がい者等の地域での生活を村全体で支援できるよう、この計画の考え方を住

民全体が共有するものとします。 

 

４ 計画の策定体制 

（１）東秩父村障害者計画・障害福祉計画等策定委員会の開催 

当事者団体・家族会、障害福祉サービス利用者の保護者、障がい者福祉団体、障

害福祉サービス提供事業所、行政関係者などによる障害者計画・障害福祉計画等策

定委員会において審議を行いました。 

 

（２）住民、関係団体等の意向の把握 

障がい者団体、知的障害者相談員、障がい当事者の意向を把握するため、ヒアリ

ングを実施しました。 

 

５ 計画の推進 

（１）推進体制 

関係各課等との連携により、障がい児者に関連する施策に取り組みます。 

また、東秩父村社会福祉協議会、比企地域自立支援協議会、県、医療機関、障が

い福祉サービス提供事業所、家族会、ＮＰＯ法人、教育機関など関係機関との連携

により、計画の推進を図ります。 
 

（２）進行管理 

ＰＤＣＡ（Ｐ：ＰＬＡＮ（計画）、Ｄ：ＤＯ（実行）、Ｃ：ＣＨＥＣＫ（評価）、Ａ：

ＡＣＴＩＯＮ（改善））サイクルにより計画の進行管理を行うため、東秩父村障害者

計画・障害福祉計画等策定委員会を開催し毎年度進捗状況の報告・検討を行います。 

また、障がい児者やその家族、関係団体の意向の把握に努めます。 
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20 20 20
27 31 31

170 171 167

0

50

100

150

200

令和３年度 令和４年度 令和５年度

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者

精神障害者保健福祉手帳所持者 合 計
（人）

第２章 障がい者等の状況 
 

１ 障がい児者等数 

（１）障害者手帳所持者数 

障害者手帳所持者数は、令和３年度から令和５年度にかけて170人前後で推移し

ています。令和５年10月末現在、身体障害者手帳所持者数は116人、療育手帳所持者

数は20人、精神障害者保健福祉手帳所持者数は31人となっています。 
 

障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）各年度末現在、令和５年度は10月末現在         資料：住民福祉課 

 

（２）身体障害者手帳所持者数 

令和５年10月末現在、身体障害者手帳交付者数は116人であり、等級別では１級

が46人で39.6％、障がい別では肢体不自由が60人で51.7％、年齢別では65歳以上が

97人で83.6％を占めています。 
 

等級別身体障害者手帳所持者数                       単位：人 

区 分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

令和３年度 123 48 19 20 22 8 6 

令和４年度 120 47 19 21 20 7 6 

令和５年度 116 46 18 21 18 7 6 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 
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障がい別身体障害者手帳所持者数                      単位：人 

区 分 計 視覚 
聴覚・ 
平衡 

音声・言語・ 
そしゃく 

肢体 
不自由 内部 

令和３年度 123 8 8 2 67 38 

令和４年度 120 8 9 2 63 38 

令和５年度 116 8 9 2 60 37 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 

 

年齢別身体障害者手帳所持者数                       単位：人 

区 分 計 ０～５歳 ６～11歳 12～17歳 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

令和３年度 123 0 0 0 6 18 99 

令和４年度 120 0 0 0 6 16 98 

令和５年度 116 0 0 0 6 13 97 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 

 

（３）療育手帳所持者数 

令和５年10月末現在、療育手帳交付者数は20人であり、等級別では重度Ａが５人、

最重度Ⓐが７人、中度Ｂが６人、軽度Ｃが２人です。 

年齢別では、18歳から39歳が９人、65歳以上が４人、40歳から64歳が７人となって

います。 
 

等級別療育手帳所持者数                          単位：人 

区 分 計 最重度Ⓐ 重度Ａ 中度Ｂ 軽度Ｃ 

令和３年度 20 7 5 6 2 

令和４年度 20 7 5 6 2 

令和５年度 20 7 5 6 2 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 

 

年齢別療育手帳所持者数                          単位：人 

区 分 計 ０～５歳 ６～11歳 12～17歳 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

令和３年度 20 0 0 1 8 5 6 

令和４年度 20 0 0 0 9 7 4 

令和５年度 20 0 0 0 9 7 4 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 
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（４）精神障害者保健福祉手帳所持者数 

令和５年10月末現在、精神障害者保健福祉手帳所持者数は31人であり、等級別では

２級が23人、３級が５人、１級が３人です。 

年齢別では、40歳から64歳が14人、18歳から39歳が10人、65歳以上が７人となって

います。 
 

等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数                   単位：人 

区 分 計 １級 ２級 ３級 

令和３年度 27 3 19 5 

令和４年度 31 2 24 5 

令和５年度 31 3 23 5 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 

 

年齢別精神障害者保健福祉手帳所持者数                   単位：人 

区 分 計 ０～17歳 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

令和３年度 27 0 9 13 5 

令和４年度 31 0 11 14 6 

令和５年度 31 0 10 14 7 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 
 

（５）難病患者等 

令和５年10月末現在、指定難病医療給付制度及び特定疾患等医療給付制度受給者数

は18人、小児慢性特定疾病医療費助成制度受給者数は１人となっています。 
 
指定難病医療給付制度及び特定疾患等医療給付制度受給者数及び 

小児慢性特定疾病医療費助成制度受給者数                  単位：人 

年 度 
指定難病医療給付制度及び 

特定疾患等医療給付制度受給者数 

小児慢性特定疾病医療費助成制度 

受給者数 

令和３年度 21 3 

令和４年度 20 3 

令和５年度 18 1 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在               資料：東松山保健所 
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２ 障害福祉サービス等の利用状況 

（１）障害支援区分別人数 

障害支援区分別の人数は、令和５年10月末現在30人であり、区分６、区分４が中心

となっています。 

 

障害支援区分別人数                            単位：人 

区 分 計 児童 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 

令和３年度 28 0 8 0 2 2 7 1 8 

令和４年度 28 0 8 0 3 1 8 0 8 

令和５年度 30 1 9 0 3 1 7 0 9 

注）令和５年度は10月末現在                      資料：住民福祉課 

 

（２）成年後見制度利用支援事業等の利用の状況 

地域生活支援事業の成年後見制度利用支援事業の利用者は、平成４年度に１件あり、

村長申立てによる対応も１件となっています。 

 

成年後見制度等の利用の状況          単位：件 

年 度 
地域生活支援事業による 

成年後見制度利用支援事業 
村長申立て 

令和３年度 0 － 

令和４年度 1 1 

令和５年度 1 0 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在 資料：住民福祉課 
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３ 関係団体等ヒアリング結果 

本計画の策定にあたり、手をつなぐ育成会、知的障害者相談員及び障がい当事者の

方に、ヒアリングを実施しました。 

 

ヒアリング結果概要 

項 目 意見等 

①広報・啓発 

 

〇障がい者への差別意識や障がいの特性について、子どもたちの理解が深

まるような教育や情報提供が必要である 

〇イベントの開催は、新型コロナウイルス感染症対策前に戻ってきた 

②日常生活へ

の支援 

〇外出支援サービスが、新型コロナウイルス感染症の影響で利用できなか

った 

〇グループホームの経営は、一般の民間事業所では経営が難しいようであ

る 

〇一人ひとりの状況に応じて、柔軟にサービスを利用できる体制ができる

といい 

③発達・学び

の支援 

〇東秩父村手をつなぐ育成会の会員に、現在学生はいない 

④地域生活の

支援 

 

〇親亡き後を考えると、成年後見制度が必要になるが、一度利用すると中

止できないことや医療同意ができないことが懸念される 

〇ふれあいやまびこ会の送迎で助かっている 

〇やまびこおかえり便は、家族等による送迎の代替としてとても良かった

ため、継続して実施していただきたい 

⑤団体活動へ

の支援 

 

〇令和５年11月の広報に、東秩父村手をつなぐ育成会の活動について掲載

し、会の活動を周知し、加入を促進する 

〇東秩父村手をつなぐ育成会で、成年後見制度の勉強会を実施したが、更

に、住民福祉課からの情報提供をお願いしたい 

⑥生活環境 

 

〇福祉避難所では、知的障がい者がパニックにならないように配慮できる

対応が必要になる 

〇災害時の移動が心配である 

〇パーキング・パーミット制度について、情報提供をしてほしい 

⑦生きがい活

動 

 

〇令和５年９月24日の彩の国ふれあいピックには、サービス提供事業所で

参加した 

〇埼玉県障害者スポーツ協会からのイベントや大会の通知があれば、事務

局である東秩父村社会福祉協議会を通じて、東秩父村手をつなぐ育成会

に情報提供をお願いしたい 

〇新庁舎に事務局である東秩父村社会福祉協議会も入るため、東秩父村手

をつなぐ育成会の食事会などの会合や山登りなどの企画ができるとよい 
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第３章 前計画目標値の進捗状況 
 

１ 第６期障がい福祉計画の数値目標の進捗状況 

第６期障がい福祉計画の数値目標の進捗状況は、次のようになっています。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活の移行 

区 分 数値等 備  考 

施設入所者数（Ａ） 6人 
令和元年度末時点の入所者数（施設入所支援

を利用している者の合計数） 

地域生活移行数（Ｂ） 

目標値 0人 
（Ａ）のうち、令和５年度末までに地域生活

へ移行する者の目標数 

実績値 0人 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 0人、令和４年度 0人） 

地域生活移行率 目標値 －％ （Ｂ／Ａ）   国・県の目標は６％以上 

 

（２）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

区 分 数値等 備  考 

地域生活支援拠点の

整備数 

目標値 1か所 令和５年度末の地域生活支援拠点の整備数 

実績値 0か所 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 0か所、令和４年度 0か所） 

運用状況の検証・検討

実施回数 

目標値 1回 
運用状況の検証・検討実施回数 

年１回以上 

実績値 0回 
令和５年度 0回 

（令和３年度 0回、令和４年度 0回） 

 

（３）福祉施設から一般就労への移行等 

区 分 数値等 備  考 

年間一般就労移行者数（実績） 1人 
令和元年度において福祉施設を退所し、一般

就労をした人の数 

年間一般就労移行者

数 

目標値 1人 
令和５年度において福祉施設を退所し、一般

就労をした人の数 

実績値 0人 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 0人、令和４年度 0人） 

一般就労移行の増加

割合 

目標値 1.0倍 国の目標値は令和元年度の1.27倍以上 

実績値 －倍 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 -倍、令和４年度 -倍） 
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就労移行支援事業 

区 分 数値等 備  考 

年間一般就労移行者数 

（実績） 
1人 

令和元年度において就労移行支援事業から一

般就労した人の数 

年間一般就労移行者

数 

目標値 1人 
令和５年度において就労移行支援事業から一

般就労をした人の数 

実績値 0人 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 0人、令和４年度 0人） 

一般就労移行の増加

割合 

目標値 1.0倍 国の目標値は、令和元年度の1.30倍 

実績値 －倍 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 -倍、令和４年度 -倍） 

 

就労継続支援Ａ型 

区 分 数値等 備  考 

年間一般就労移行者数 

（実績） 
0人 

令和元年度において就労継続支援Ａ型から一

般就労した人の数 

年間一般就労移行者

数 

目標値 0人 
令和５年度において就労継続支援Ａ型から一

般就労をした人の数 

実績値 0人 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 0人、令和４年度 0人） 

一般就労移行の増加

割合 

目標値 －倍 国の目標値は、令和元年度の1.26倍 

実績値 －倍 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 -倍、令和４年度 -倍） 

 

就労継続支援Ｂ型 

区 分 数値等 備  考 

年間一般就労移行者数 

（実績） 
0人 

令和元年度において就労継続支援Ｂ型から一

般就労した人の数 

年間一般就労移行者

数 

目標値 0人 
令和５年度において就労継続支援Ｂ型から一

般就労をした人の数 

実績値 0人 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 1人、令和４年度 1人） 

一般就労移行の増加

割合 

目標値 －倍 国の目標値は、令和元年度の1.23倍 

実績値 －倍 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 -倍、令和４年度 -倍） 

 



●第３章 前期計画目標値の進捗状況 

12 

就労移行支援事業等 

区 分 数値等 備  考 

年間一般就労移行者

数 

見込量 1人 
令和５年度の、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・

Ｂ型の一般就労移行者数の合計 

実績値 0人 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 1人、令和４年度 1人） 

一般就労移行者数の

うち、就労定着支援

事業の利用者数 

見込量 1人 令和５年度 

実績値 2人 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 0人、令和４年度 1人） 

一般就労移行者のう

ち、就労定着支援事

業利用者の割合 

目標値 100％ 
令和５年度 

国の目標値は、７割以上 

実績値 100％ 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 100％、令和４年度 100％） 

 

（４）相談支援体制の充実・強化等 

区 分 数値等 備  考 

専門的な相談支援の

実施・地域の相談支

援体制を実施する体

制の確保 

目標値 有 令和５年度末までに実施 

実績値 有 

令和５年10月末現在 

（比企地域自立支援協議会、比企地域基幹相談

支援センター） 

 

（５）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

区 分 数値等 備  考 

障害福祉サービス等

が提供できているか

の検証の実施 

目標値 有 比企地域自立支援協議会にて共同実施 

実績値 有 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 有、令和４年度 有） 

障害福祉サービス等

の質を向上させるた

めの取組を実施する

体制の構築 

目標値 有 比企地域自立支援協議会にて共同実施 

実績値 有 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 有、令和４年度 有） 
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２ 第２期障がい児福祉計画の数値目標の進捗状況 

第２期障がい児福祉計画の数値目標の進捗状況は、次のようになっています。 
 

（１）障がい児支援の提供体制の整備等 

区 分 数値等 備  考 

児童発達支援センタ

ーの設置 

目標値 1か所 
令和５年度末までに１か所以上 

近隣自治体との連携による設置 

実績値 0か所 

令和５年10月末現在 

（令和３年度 0か所、令和４年度 0か所） 

近隣自治体との連携による設置 

保育所等訪問支援の

体制の構築 

目標値 有 令和５年度末までに実施（有無） 

実績値 有 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 有、令和４年度 有 ） 

重症心身障害児を支

援する児童発達支援

事業所数 

目標値 1か所 令和５年度末までに１か所以上 

実績値 0か所 
令和５年10月末現在 0か所 

（令和３年度 0か所、令和４年度 0か所） 

重症心身障害児を支

援する放課後等デイ

サービス事業所数 

目標値 1か所 令和５年度末までに１か所以上 

実績値 0か所 
令和５年10月末現在 0か所 

（令和３年度 0か所、令和４年度 0か所） 

医療的ケア児が適切

な支援を受けられる

ための関係機関の協

議の場の設置 

目標値 設置 令和５年度末までに設置 

実績値 未設置 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 未設置、令和４年度 未設置） 

医療的ケア児等に関

するコーディネータ

ーの配置 

目標値 配置 令和５年度末までに配置 

実績値 配置 
令和５年10月末現在 

（令和３年度 配置、令和４年度 配置） 
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基本理念 

【健康・福祉分野（福祉・子育て）の方向性】 

地域で支え合い元気に暮らせる村 

【健康・福祉分野の村のありたい姿】 

支え合いと思いやりでつながる村 

障がい者支援計画 

（１）地域でともに生きるための意識啓発 

（２）日常生活への支援（第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画） 

（３）健康な生活への支援 

（４）生きる力を身につける学習支援 

（５）福祉のむらづくり 

成年後見制度利用促進基本計画 
（１）成年後見制度等の周知と利用支援 

（２）成年後見制度の実施体制の構築 

第４章 障がい者支援計画 
 

１ 基本理念 

第６次東秩父村総合振興計画（令和３年度～令和10年度）では、健康・福祉分野の

10年後のありたい姿を「支え合いと思いやりでつながる村」とし、福祉・子育ての方

向性として「地域で支え合い元気に暮らせる村」を掲げています。 

これらの考え方を基本理念とし、５つの基本施策により障がい者等への各施策及び

成年後見制度の利用を促進する取組を進めます。 
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２ 施策の体系 

 

基本理念     基本施策   施 策  

        

【
健

康

・

福

祉

分

野

の

村

の

あ

り

た

い

姿

】

支
え
合
い
と
思
い
や
り
で
つ
な
が
る
村 

【
健
康
・
福
祉
分
野
（
福
祉
・
子
育
て
）
の
方
向
性
】

地
域
で
支
え
合
い
元
気
に
暮
ら
せ
る
村 

 

障 

が 

い 

者 

支 

援 

計 
画 

 （１）地域でともに生きる 

ための意識啓発 

  
①広報・啓発事業の推進     

  
 

  
②福祉教育の推進 

    

  （２）日常生活への支援 

（第７期障がい福祉計画・ 

第３期障がい児福祉計画） 

  
①障害福祉サービスによる支援 

      

  

②障がい児への支援   

   

  

 
  

③地域生活支援事業の推進   

     

  
④障がい児者への支援体制の強化    

  

  
（３）健康な生活への支援 

  
①保健活動の充実   

    

 
  

②医療サービスの充実   

  

  （４）生きる力を身につける 

学習支援 

  
①障がい児等保育の充実     

  
 

  
②学校教育の充実 

    

  
（５）福祉のむらづくり 

  
①地域生活への支援 

    

  
 

  
②団体活動等への支援 

    

  
 

  
③生活環境の充実 

    

  
 

  
④生きがい活動の充実 

    

       

 
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
基
本
計
画 

 （１）成年後見制度等の周知 

と利用支援 

  
①成年後見制度等の普及 

    

     
②成年後見制度等の利用支援 

     

  （２）成年後見制度の実施 

体制の構築 

  
①中核機関・協議会の運営 

    

     
②担い手の確保・育成 

     

     
③地域の見守り活動等との連携 

     

     
④地域連携ネットワークの整備 
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３ 施策の展開 

（１）地域でともに生きるための意識啓発 

＜現状と課題＞ 

障がい者福祉に関する広報・啓発として、村広報紙やホームページ、「むらのふく

し」により、障がい児者等の福祉に関するサービスや制度、他自治体の障がい者団

体等の主催のイベントなどの情報を提供しています。 

令和３年５月に改正された障害者差別解消法により、令和６年４月１日から事業

者による障がいのある人への合理的配慮の提供が義務化されることから、障がい者

等に対する不当な差別的取扱いや配慮の負担が重過ぎない合理的配慮が提供され

ないことが差別にあたることについて、広報活動を通じて住民、事業者への啓発を

行っています。 

学校では、福祉施設における福祉体験授業を実施していましたが、近年は新型コ

ロナウイルス感染症対策のため休止しています。 

住民向けの教育の機会として、比企地域基幹相談支援センターが主催する研修に

ついて周知しています。 

関係団体等へのヒアリングでは、障がい者への差別意識や障がいの特性について、

子どもたちの理解が深まるような教育や情報提供の必要性があげられています。 

今後も、障がい児者等やその家族への理解を深め差別意識を解消するため、住民

への広報・啓発活動、学校や地域における福祉教育活動を進める必要があります。 

 

＜施策＞ 

①広報・啓発事業の推進 

項 目 内 容 関係課等 

ア 情報の提供 広報紙やホームページ、「むらのふくし」やパンフレ

ット等により、障がい福祉や医療のサービス、制度等

に関する情報の提供を進めます。 

住民福祉課 

イ 差別意識の解

消 

障がい者等への不当な差別的取扱いの防止や合理的

配慮が柔軟に行われるよう、住民、事業者の理解を促

進します。 

住民福祉課 

障がいに関する差別の相談に対応するため、相談窓口

の充実に努めます。 

住民福祉課 

ウ 交流事業への

参加促進 

各種団体等のイベントなどの情報提供を進めるとと

もに、障がい児者等が参加しやすい環境づくりに努め

ます。 

住民福祉課 

エ 職員研修の 

充実 

障がい児・者や難病患者等に配慮した行政運営を進め

るため、職員研修を充実します。 

総務課 
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②福祉教育の推進 

項 目 内 容 関係課等 

ア 学校における

福祉教育の推

進 

児童生徒の福祉意識を高めるとともに、障がいについ

ての理解を深めるため、福祉施設等における福祉体験

授業、ボランティア活動等を進めます。 

教育委員会 

イ 地域における

福祉教育の推

進 

各種の行事や研修の機会を通じて、障がいの多様性な

どを普及し、障がい児・者、難病患者等やその家族へ

の理解を促進します。 

住民福祉課 
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（２）日常生活への支援（第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画） 

＜現状と課題＞ 

障害福祉サービスの利用状況は、令和５年10月末現在、30人となっています。 

村内の障害福祉サービスの提供事業所は１事業所であり、近隣のサービス提供事

業所も利用されています。 

また、令和５年10月末現在、障害児福祉サービス（障害児通所支援、障害児相談

支援）は１人の利用があります。 

地域生活支援事業は、広域的な連携等により、相談支援事業、比企地域自立支援

協議会の運営を行っています。 

今後も、障害福祉サービス、障害児福祉サービス、地域生活支援事業等の情報提

供を進めるとともに、多様なニーズに対応できるよう広域的な連携による相談支援

体制、各種のサービス提供体制を確保する必要があります。 

 

村内の障害福祉サービス提供事業所 

事業所名 提供サービス 

ＪＡ埼玉中央ホームヘル

プ東秩父 

〇居宅介護 

〇重度訪問介護 
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①障害福祉サービスによる支援 

ア 第７期障がい福祉計画の数値目標 

第７期障がい福祉計画における数値目標（成果目標）を、次のように設定します。 

 

１）福祉施設の入所者の地域生活の移行 

＜国基本方針の考え方＞ 

〇令和４年度末時点での施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することとするととも

に、これに合わせて令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者から

５％以上削減することを基本とする。 

〇当該目標値の設定に当たっては、令和５年度末において、障害福祉計画で定めた令和８

年度までの目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を令和８年度末におけ

る目標値に加えた割合以上を目標値とする。 

 

＜県の考え方＞ 

〇地域移行者数は国と同様６％以上とするが、障害者施設入所者の削減数の数値目標は設

定しない。 

《設定しない理由》 

〇本県の入所待機者は年々増加しており、特に強度行動障害や重度の重複障害などによる

地域生活が困難な者が多数入所待ちをしている状況であることから、本県では地域移行

の促進と並行して必要な施設整備は行うとしているため。 

 

＜成果目標＞ 

令和４年度末時点の施設入所者のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホ

ーム、一般住宅等（公営住宅含む）に移行する者の数を見込み、その上で令和８年度末

における地域生活に移行する者の目標値を設定します。 

 

項  目 数値等 備  考 

令和４年度末時点の入所者数 7人  

地域生活移行数 0人 
令和８年度末までに地域生活へ移行する

者の目標数 

地域生活への移行割合 －％ 国・県の目標は６％以上 

 

＜今後の方向性＞ 

地域生活への移行が可能な方の把握に努め、周辺市町と連携し、生活基盤であるグ

ループホームなどの住まいの確保に努めます。 
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２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

＜国基本方針の考え方＞ 

①平均生活日数に関する令和８年度における目標値の設定に当たっては、精神障害者の精

神病床からの退院後１年以内の地域における生活日数の平均を325.3日以上とすること

を基本とする。 

②令和８年度末の精神病床における65歳以上の１年以上長期入院患者数及び令和８年度末

の精神病床における65歳未満の１年以上長期入院患者数を目標値として設定する。 

③退院率に関する令和８年度における目標値の設定に当たっては、入院後３か月時点の退

院率については68.9％以上とし、入院６か月時点の退院率については84.5％以上とし、

入院後１年時点の退院率については91％以上とすることを基本とする。 

 

＜県の考え方＞ 

〇国基本指針のとおり。 

 

＜成果目標＞ 

目標値は県で設定します。 

 

＜今後の方向性＞ 

精神病床からの地域生活への移行に向け、保健、医療、福祉関係者及び障害福祉サ

ービス提供事業所との協議、比企地域自立支援協議会との連携を図ります。 
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３）地域生活支援の充実 

＜国基本方針の考え方＞ 

①令和８年度末までの間、各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、コ

ーディネーターの配置、地域生活支援拠点等の機能を担う障害福祉サービス事業所等の

担当者の配置、支援ネットワークなどによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の

構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討するこ

とを基本とする。 

②強度行動障害を有する者の支援体制の充実を図るためには、支援ニーズの把握を行い、

ニーズに基づく支援体制の整備を図ることが必要であり、令和８年度末までに、各市町

村又は圏域において、強度行動障害を有する者に関して、その状況や支援ニーズを把握

し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めることを基本とする。 

 

＜県の考え方＞ 

〇国基本指針のとおり。 

 

＜成果目標＞ 

地域生活支援拠点等の整備、機能の充実に関する目標を設定します。 

 

項  目 数値等 備  考 

令和８年度末まで、地域生活支援拠点等における支

援体制及び緊急時の連絡体制の構築 
有 広域的連携により実施 

令和８年度末まで、運用状況の検証・検討実施回数 年１回 広域的連携により実施 

強度行動障害を有する者に関し、支援体制の整備 有 広域的連携により実施 

 

＜今後の方向性＞ 

地域の支援体制づくりを進めるため、広域的な連携により地域生活支援拠点等の整

備、体制の充実を図ります。 
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４）福祉施設から一般就労への移行等 

＜国基本方針の考え方＞ 

〇令和３年度の一般就労への移行実績の1.28倍以上とすることを基本とする。 

〇この際、就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型事業及びＢ型事業について、各事業の

趣旨、目的、各地域における実態等を踏まえつつ、それぞれ令和８年度中に一般就労に

移行する者の目標値も併せて定めることとする。 

〇就労移行支援事業については、令和３年度の一般就労への移行実績の1.31倍以上とする

ことを基本とする。さらに、事業所ごとの実績の確保・向上の観点から、就労移行支援事

業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が五割

以上の事業所を全体の五割以上とすることを基本とする。また、就労継続支援Ａ型事業

については令和３年度の一般就労への移行実績の概ね1.29倍以上、就労継続支援Ｂ型事

業については概ね1.28倍以上を目指すこととする。 

〇また、障害者の一般就労への定着も重要であることから、就労定着支援事業の利用者数

及び事業所ごとの就労定着率に係る目標値を設定することとし、就労定着支援事業の利

用者数については、令和三年度の実績の1.41倍以上とすることを基本とする。さらに、

就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上とすることを基本とする。都道府

県等が地域の就労支援のネットワークを強化し、雇用や福祉等の関係機関が連携した支

援体制の構築を推進するため、協議会（就労支援部会）等を設けて取組を進めることを

基本とする。 

〇一般就労に移行する者の数に係る目標値の設定に当たり、令和５年度末において、障害

福祉計画で定めた令和５年度までの数値目標が達成されないと見込まれる場合は、未達

成割合を令和８年度末における各々の目標値に加えた割合以上を目標値とする。 

 

＜県の考え方＞ 

〇国基本指針のとおり。 

 

＜成果目標＞ 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和８年度中に一般就労

に移行する者の目標値を設定します。 

 

項  目 数値等 備  考 

令和３年度一般就労移行者数 1人 
令和３年度において福祉施設を退所し、

一般就労をした人の数 

令和８年度一般就労移行者数 1人 令和８年度において福祉施設を退所し、

一般就労をする人の数 

国の目標値は令和３年度の1.28倍以上 一般就労移行の増加割合 1.00倍 
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就労移行支援事業 

項  目 数値等 備  考 

令和３年度一般就労移行者数 0人 
令和３年度において就労移行支援事業か

ら一般就労した人の数 

令和８年度一般就労移行者数 0人 令和８年度において就労移行支援事業か

ら一般就労をする人の数 

国の目標値は、令和元年度の1.31倍以上 一般就労移行の増加割合 －倍 

 

就労継続支援Ａ型 

項  目 数値等 備  考 

令和３年度一般就労移行者数 0人 
令和３年度において就労継続支援Ａ型か

ら一般就労した人の数 

令和８年度一般就労移行者数 0人 令和８年度において就労移行支援Ａ型か

ら一般就労をする人の数 

国の目標値は、令和元年度の1.29倍以上 一般就労移行の増加割合 －倍 

 

就労継続支援Ｂ型 

項  目 数値等 備  考 

令和３年度一般就労移行者数 1人 
令和３年度において就労継続支援Ｂ型か

ら一般就労した人の数 

令和８年度一般就労移行者数 1人 令和８年度において就労移行支援Ｂ型か

ら一般就労をする人の数 

国の目標値は、令和元年度の1.28倍以上 一般就労移行の増加割合 1.00倍 

 

就労定着支援事業 

項  目 数値等 備  考 

令和３年度就労定着支援事業の利用

者数 
2人 

令和３年度において就労定着支援事業を

利用した人の数 

令和８年度就労定着支援事業の利用

者数 
1人 

令和８年度において就労定着支援事業を

利用する人の数 

就労定着支援事業の利用者数の増加

割合 
0.50倍 

就労定着支援事業の利用者数の増加割合 

国の目標値は、令和元年度の1.41倍以上 

 

＜今後の方向性＞ 

就労支援事業者が確保できるよう、周辺市町と連携し情報収集・提供を行い、広く

事業者の参入を促進します。  
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イ 相談支援体制の充実・強化等 

＜国基本方針の考え方＞ 

〇相談支援体制を充実・強化するため、令和８年度末までに、各市町村において、総合的な

相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づく

りの役割を担う基幹相談支援センターを設置（複数市町村による共同設置可）するとと

もに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を図る体制を確保することを

基本とする。 

〇なお、基幹相談支援センターを設置するまでの間においても、各市町村において地域の

相談支援体制の強化に努めること。 

〇また、地域づくりに向けた協議会の機能をより実効性のあるものとするため、協議会に

おいて、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う取組を行うと

ともに、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保することを基本とする。 

 

＜県の考え方＞ 

〇国基本指針のとおり。 

 

＜成果目標＞ 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制に

ついての目標を設定します。 

 

項  目 数値等 備  考 

令和８年度末まで、基幹相談支援センターの設置 有 広域的連携により実施 

協議会における個別事例検討の実施の体制の確保 有 広域的連携により実施 

 

＜今後の方向性＞ 

比企地域自立支援協議会及び比企地域基幹相談支援センターにおける取組を中心

に、専門的な相談支援の実施、地域の相談支援を実施する体制の確保を進めます。 

  



●第４章 障がい者支援計画 

●第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画 

25 

ウ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

＜国基本方針の考え方＞ 

〇県及び市町村の職員は、障害者総合支援法の具体的な内容を理解するための取組を行い、

障害福祉サービス等の利用状況を把握し、障害者等が真に必要とする障害福祉サービス

等が提供できているのか検証を行っていくことが望ましい。 

〇また、県は管内市町村と連携しつつ、相談支援専門員やサービス管理責任者等について、

地域のニーズを踏まえて計画的に養成する必要がある。さらに、障害福祉サービス等の

提供にあたっては、意思決定支援の適切な実施が重要であり、障害福祉サービス事業者、

相談支援事業者等に対する「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライ

ン」の普及啓発に取り組むとともに、相談支援専門員やサービス管理責任者及び児童発

達支援管理責任者に対する意思決定支援に関する研修を推進していく必要がある。 

〇そこで、利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくため、令和８年度

末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項を実施する体

制を構築することを基本とする。 

 

＜県の考え方＞ 

〇国基本指針のとおり。 

〇ただし、「活動指標の県による相談支援専門員研修（初任者・現任・主任）及びサービス

管理責任者・児童発達支援管理責任者研修（基礎・実践・更新）修了者数」及び「県によ

る相談支援専門員及びサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者への意思決定支援

ガイドライン等を活用した研修の実施回数及び修了者数」は県が対応予定。 

 

＜成果目標＞ 

利用状況を把握し、障害福祉サービス等の提供についての検証に関する目標を設定

します。また、障害福祉サービス等の質の向上についての取組の目標を設定します。 
 

項  目 数値等 備  考 

令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を

向上させるための取組を実施する体制の構築 
有 広域的連携により実施 

 

＜今後の方向性＞ 

比企地域自立支援協議会と連携し、障害福祉サービス等の提供や質の向上について

取組を進めます。  
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エ 障害福祉サービスの実績と見込み 

１）訪問系サービス 

訪問系サービスでは、ホームヘルパー等が障がい者等の居宅等を訪問して介護や家

事援助等を行います。 

 

サービスの内容 

サービス名 内  容 

居宅介護 入浴、排せつ、食事など自宅での生活全般の介護サービスを行います。 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者で常に介護が必要な人に、自宅で入浴、排せつ、

食事の介護などの介助や、外出時における移動の補助を行います。 

同行援護 

視覚障がいのある人の移動時及び外出先における必要な視覚的情報の

支援（代筆・代読を含む。）や援護、排せつ・食事等の介護、その他外

出する際に必要となる援助を行います。 

行動援護 
知的障がいや精神障がいにより行動が困難で常に介護が必要な人に、

行動するときに必要な介助や外出時の補助などを行います。 

重度障害者等包括

支援 

常に介護が必要な人の中でも、介護の必要な程度が非常に高い人には、

居宅介護などの障害福祉サービスを包括的に提供します。 

 

＜サービス見込み量＞ 

居宅介護 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用時間 

（時間/月） 

見込量 － － － 
見込量 35 35 45 

実績 39.5 59.5 33.9 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 1 1 2 

実績 3 2 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

重度訪問介護 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用時間 

（時間/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 



●第４章 障がい者支援計画 

●第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画 

27 

同行援護 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用時間 

（時間/月） 

見込量 － － － 
見込量 6 10 10 

実績 4.3 2.6 4.9 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 1 2 2 

実績 1 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

行動援護 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用時間 

（時間/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

重度障害者等包括支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用時間 

（時間/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

≪参考≫訪問系サービスの利用実績 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護、重度訪問介

護、同行援護、行動援護、

重度障害者等包括支援 

利用時間 

（時間/月） 

見込量 30時間 30時間 30時間 

実績値 43.8時間 62.1時間 38.8時間 

利用人数 

（人/月） 

見込量 2人 2人 2人 

実績値 3人 3人 2人 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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＜サービス提供にあたって＞ 

訪問系サービスは、障がい者の地域での生活、家族等への支援、施設や病院からの

地域への移行や定着を支援するために重要であることから、サービス事業者と連携し

提供体制の確保に努めます。 
 

２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスでは、通所等により必要な介護や訓練、支援等のサービスを

提供します。 

 

サービスの内容 

区 分 内 容 

生活介護 
常に介護が必要な方に、施設において入浴、排せつ、食事の介護や創作活動

などの機会を提供します。 

自立訓練 

（機能訓練） 

身体障がいのある方または難病を患っている方などに対して、障害者支援施

設、障害福祉サービス事業所または障がいのある方の居宅において、理学療

法、作業療法その他の必要なリハビリテーション、生活等に関する相談およ

び助言などの支援を行います。 

自立訓練 

（生活訓練） 

知的障がいまたは精神障がいのある方に対して、障害者支援施設、障害福祉

サービス事業所または障がいのある方の居宅において、入浴、排せつ、食事

等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談

および助言などの支援を行います。 

就労選択支援 

障がい者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労ア

セスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等にあった選択

を支援を行います。（令和７年10月１日施行予定） 

就労移行支援 

就労を希望する障がいのある方で、通常の事業所に雇用されることが可能と

見込まれる方に、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供を通じて行

う、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関す

る支援、利用者の適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着の

ために必要な相談や支援を行います。 

就労継続支援

Ａ型（雇用型） 

通常の事業所で働くことが困難な方に、就労機会の提供や、生産活動その他

の活動機会の提供、知識や能力向上のための訓練を行います。Ａ型は雇用型

で、一般就労が見込まれる人が対象です。 

就労継続支援

Ｂ型(非雇用型) 

通常の事業所で働くことが困難な方に、就労機会の提供や、生産活動その他

の活動機会の提供、知識や能力向上のための訓練を行います。Ｂ型は非雇用

型で、就労に必要な知識および能力の向上・維持が見込まれる人が対象です。 

就労定着支援 

就労移行支援等を利用して一般就労に移行した方が就労を継続できるよう、

雇用に伴う日常生活または社会生活での問題に関する相談、指導及び助言、

事業所や関係機関等との連絡調整を行います。 

療養介護 
医療の必要な障がい者で常に介護が必要な方に、医療機関で機能訓練や療養

上の管理、看護、介護や世話を行います。 

短期入所 

（福祉型、医療型） 

自宅で介護を行う方が病気などの場合、短期間、施設へ入所できます。 
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＜サービス見込み量＞ 

生活介護 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 200 220 240 
見込量 200 220 220 

実績 180.0 199.8 182.9 

利用人数 

（人/月） 

見込量 10 11 12 
見込量 10 11 11 

実績 9 10 11 

 

うち、重度障がい者の利用者数（人） 4 見込量 4 4 4 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

自立訓練（機能訓練） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 15 17.4 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 1 1 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

自立訓練（生活訓練） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 20 20 20 

実績 0 9.4 19.6 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 1 1 1 

実績 0 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
 

就労選択支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 － 1 1 

実績 － － － 

注）令和７年10月１日施行予定                     資料：住民福祉課 
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就労移行支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 16 16 24 
見込量 8 8 8 

実績 0.5 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 2 2 3 
見込量 1 1 1 

実績 1 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

就労継続支援Ａ型（雇用型） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 4.0 3.6 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

就労継続支援Ｂ型（非雇用型） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 115 115 115 
見込量 150 160 170 

実績 121.9 143.8 164.9 

利用人数 

（人/月） 

見込量 9 9 9 
見込量 9 9 10 

実績 8 9 9 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

就労定着支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 1 1 2 
見込量 1 0 1 

実績 3 3 2 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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療養介護 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 2 2 2 
見込量 2 2 2 

実績 2 2 2 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

短期入所（福祉型） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 3 3 4 
見込量 4 4 5 

実績 0.7 2.0 2.3 

利用人数 

（人/月） 

見込量 2 2 3 
見込量 4 4 5 

実績 1 2 2 

 

うち、重度障がい者の利用者数（人） 1 見込量 1 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

短期入所（医療型） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

 

うち、重度障がい者の利用者数（人） 0 見込量 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

＜サービス提供にあたって＞ 

現在、村内には日中活動系サービスを提供する事業所がありません。 

利用希望に応じたサービスの提供体制を確保できるよう、村内及び広域的な連携に

より新たなサービス提供事業所の確保に努めます。 

また、村内の事業所等との連携により、就労の場の確保に努めます。 
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３）居住系サービス 

居住系サービスは、夜間を中心に施設等で必要な援助をするサービスで、日中は通

勤や日中活動系サービスを利用します。 

 

サービスの内容 

サービス名 内 容 

自立生活援助 

定期的に利用者の居宅を訪問し、必要な助言や医療機関等との連絡

調整を行うとともに、利用者からの相談、要請があった場合には訪

問、電話、メール等により対応します。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

就労または就労継続支援等の日中活動を利用している方に、地域に

おいて自立した日常生活を営む住居において、必要な家事等の支

援、相談支援等を行います。 

施設入所支援 
施設において、生活介護又は自立訓練、就労移行支援の対象者に対

し、主に夜間において、入浴、排せつ、食事の介護等を提供します。 

 

＜サービス見込み量＞ 

自立生活援助 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

共同生活援助（グループホーム） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 3 4 4 
見込量 6 6 7 

実績 5 5 6 

 

うち、重度障がい者の利用者数（人） 0 見込量 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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施設入所支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 5 6 6 
見込量 7 7 7 

実績 6 7 7 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

＜サービス提供にあたって＞ 

現在、村内には居住系のサービス提供施設がないため、近隣自治体との連携により、

施設入所者や退院可能な方の地域生活への移行に向けた体制づくりに努めます。 

 

４）相談支援 

相談支援は、障がい者等やその家族などからの相談に対応し、情報の提供や助言、

サービス提供事業者との連絡調整等を行います。 

 

サービスの内容 

サービス名 内 容 

計画相談支援 

障がい者がサービスを適切に利用することで自立した生活が営めるよう、

「サービス利用計画」を作成し、ケアマネジメントによりきめ細かく支援

を行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している障がい者や精神科病院に入院している障

がい者が退所、退院し、地域で住居を確保したり、地域における生活に移

行するための活動に関する相談支援を行います。 

地域定着支援 

施設・病院から退所・退院したり、家族との同居からひとり暮らしに移行

した人などで、地域生活が不安定な人に対して障がいの特性に起因して生

じた緊急の事態等に緊急訪問、緊急対応等を行います。 

 

＜サービス見込み量＞ 

計画相談支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 23 24 26 
見込量 28 29 30 

実績 26 26 28 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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地域移行支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
 

地域定着支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
 

＜サービス提供にあたって＞ 

令和５年10月末現在で28人が利用しており、今後、サービス提供が必要となる方の

把握に努め、相談支援事業者を確保し、専門的な視点から障がい者への相談支援に取

り組みます。 

 

５）自立支援医療 

身体の機能障がいの除去・軽減、障がい児者の自立支援や療養、社会復帰の支援に

必要な医療サービスを提供します。 

 

サービスの内容 

区 分 内 容 

自立支援医療 

 ・育成医療 

 ・更生医療 

 ・精神通院医療 

障がい児の健全な育成、障がい者の自立と社会参加、精神障がい者の

通院などのために、必要な医療サービスを提供します。 

 

＜サービス見込み量＞ 

育成医療 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 1 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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更生医療 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

精神通院医療 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 － － － 
見込量 40 41 42 

実績 34 39 40 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

＜サービス提供にあたって＞ 

令和５年10月末現在、育成医療及び更生医療の利用はなく、精神通院医療の利用者数

は40人であり、今後も必要な医療サービスが利用できるよう、情報提供に努めます。 

 

６）補装具 

身体障がい者の方で、補装具の利用及び修理を行う方に費用の給付を行います。 

 

サービスの内容 

区 分 内 容 

補装具 

身体機能を補完または代替し、かつ長時間にわたって継続して使用す

る補装具（義肢、装具、車いす等）の購入費、修理費の給付を行いま

す。 

 

購入 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延利用件数 

（件/年） 

見込量 － － － 
見込量 3 3 3 

実績 3 2 1 

実利用人数 

（人/年） 

見込量 － － － 
見込量 3 3 3 

実績 3 2 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 



●第４章 障がい者支援計画 

●第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画 

36 

 

修理 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延利用件数 

（件/年） 

見込量 － － － 
見込量 3 3 3 

実績 3 3 0 

実利用人数 

（人/年） 

見込量 － － － 
見込量 3 3 3 

実績 2 3 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

＜サービス提供にあたって＞ 

令和５年10月末現在、補装具の購入が１件、修理が０件となっています。 

今後も、利用者の状況に応じたよりよい補装具が利用できるよう、情報の収集に努

め、サービス提供を進めます。 
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②障がい児への支援 

ア 第３期障がい児福祉計画の数値目標 

第３期障がい児福祉計画における数値目標（成果目標）を、次のように設定します。 

 

１）障がい児支援の提供体制の整備等 

＜国基本方針の考え方＞ 

①令和８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上設置す

ることを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であ

っても差し支えない。地域の実情により児童発達支援センターを未設置の市町村におい

ては、障害福祉主管部局等が中心となって、関係機関の連携の下で児童発達支援センタ

ーの中核的な支援機能と同等の機能を有する体制を地域において整備することが必要で

ある。また、各市町村又は各圏域に設置された児童発達支援センターや地域の障害児通

所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活用しながら、令和８年度末までに、全ての市

町村において、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を

構築することを基本とする。 

②令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保することを基本とする。な

お、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えない。 

③令和８年度末までに、医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディネーターを配置す

ること、県及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が

連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネータ

ーを配置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、県が関

与した上での、圏域での設置であっても差し支えない。 

④障害児入所施設に入所している児童が18歳以降、大人にふさわしい環境へ円滑に移行で

きるように、令和８年度末までに各都道府県及び各指定都市において、移行調整に係る

協議の場を設置することを基本とする。 

 

＜県の考え方＞ 

①・②・④については、国基本指針のとおり。 

③については、国基本指針のとおり。なお、市町村計画には、協議の場の設置及び医療的ケ

ア児等コーディネーターの配置という記載だけでなく、各市町村で医療的ケア児とその

家族のニーズに応えることができ、個別支援が可能となる体制を具体的に記載すること

が望ましい。 
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＜成果目標＞ 

障がい児支援の提供体制を整備するため、児童発達支援センターの設置、保育所等

訪問支援の体制の構築、重症心身障害児を支援する事業所の設置、医療的ケア児の適

切な支援のための関係機関の協議の場の設置・充実について、目標を設定します。 
 

項  目 数値等 備  考 

令和８年度末まで、児童発達支援センターの設置数 1か所 広域的連携により実施 

令和８年度末まで、障がい児の地域社会への参加・包

容（インクルージョン）を推進する体制の構築 
有 

児童発達支援センターと

の連携 

地域ケア担当者会議によ

る協議 

令和８年度末まで、主に重症心身障害児を支援する児

童発達支援事業所の設置数 
1か所 広域的連携により実施 

令和８年度末まで、主に重症心身障害児を支援する放

課後等デイサービス事業所の設置数 
1か所 広域的連携により実施 

令和８年度末まで、医療的ケア児が適切な支援を受け

られるための関係機関の協議の場の設置 
有 要綱の整備 

令和８年度末まで、医療的ケア児に関するコーディネ

ーターの配置 
有 広域的連携により実施 

 

＜今後の方向性＞ 

近隣との連携により、児童発達支援センターの整備・充実に努めます。 

障がい児の地域への参加・包容（インクルージョン）を進めるため、児童発達支援

センターにおける保育所等訪問支援の提供体制の整備に努めます。 

近隣との連携により、重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるよう、重症

心身障害児を支援する児童発達支援事業所の整備に努めます。 

医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、保健、医療、福祉、保育、教育等の

関係機関等の協議の場の設置・充実に努めるとともに、近隣自治体との連携により医

療的ケア児等に関するコーディネーターの配置を進めます。 
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イ 障がい児支援等の見込み 

１）障害児通所等支援 

障がい児の発達支援、生活能力の向上のために必要な訓練などのサービスを提供し

ます。 

 

サービスの内容 

サービス名 内 容 

児童発達支援 集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学児童に対

し、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練な

どの支援を行います。 

放課後等 

デイサービス 

学校に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要な児童に

対し、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進など

の支援を行います。 

保育所等訪問支援 保育所その他の児童が集団生活を営む施設に通う障がい児であって、

当該施設を訪問し、専門的な支援が必要と認められた児童に対し、児

童との集団生活への適応のための専門的な支援、その他必要な支援を

行います。 

居宅訪問型児童 

発達支援 

重症心身障害児などの重度の障がい児等であって、児童発達支援等の

障害児通所支援を受けるために外出することが著しく困難な障がい児

に、障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与等の支援を実施します。 

 

＜サービス見込み量＞ 

児童発達支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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放課後等デイサービス 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 20 20 20 
見込量 20 20 20 

実績 0.1 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 1 1 1 
見込量 1 1 1 

実績 1 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

保育所等訪問支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

居宅訪問型児童発達支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用日数 

（人日分/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

＜サービス提供にあたって＞ 

障がい児の発達支援に必要なサービスを提供するため、対象者の把握に努めるとも

に、障がい児の保護者へのサービス情報の提供を進めます。 
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２）障害児相談支援等 

障がい児の生活を支え、児童の発達のための課題の解決、適切なサービス利用に向

けて、ケアマネジメントによる支援を進めます。 

 

【サービスの内容】 

サービス名 内 容 

障害児相談支援 

障害児通所支援の申請に係る支給決定前に、障害児支援利用計画案を

作成し、支給決定後に、サービス事業者等との連絡調整等を行うとと

もに、障害児支援利用計画の作成を行います。 

また、支給決定されたサービス等の利用状況の検証（モニタリング）

を行い、サービス事業者等との連絡調整などを行います。 

医療的ケア児に対

する関連分野の支

援を調整するコー

ディネーター 

本人を中心とした支援と自立支援を継続していくため、医療的ケア児

等の相談支援業務、本人のサービス等利用計画を作成する相談支援専

門員のバックアップ、地域に必要な資源等の改善、開発、多職種の連

携を行います。 

 

障害児相談支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 1 1 1 
見込量 1 1 1 

実績 1 0 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用人数 

（人/月） 

見込量 0 0 1 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

＜サービス提供にあたって＞ 

支援を必要とする児童が十分な相談ができるよう、近隣自治体と連携し相談支援体

制の強化に取り組みます。 
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③地域生活支援事業の推進 

東秩父村及び広域的な連携等により、次の事業を実施します。 

 

事業の概要 

事業名 内 容 

ア 理解促進研修 

・啓発事業 

日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去するた

め、障がい者等の理解を深められるよう、教室等の開催、事業所への

訪問、イベントの開催、広報活動などの研修・啓発を通じて、地域住民

への働きかけを強化することにより、共生社会の実現を図るものです。 

イ 自発的活動 

支援事業 

ピアサポート※1、災害対策、孤立防止活動、社会活動、ボランティア活

動など、障がい者等、その家族、地域住民等による地域における自発

的な取り組みを支援することにより、共生社会の実現を図るものです。 

ウ 相談支援事業 障がい者または障がい児の保護者等の介助を行う方などからの相談に応

じ、必要な情報の提供、権利擁護のために必要な援助を行います。 

1）障害者相談支援事業 

・福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等） 

・社会資源を活用するための支援（各種支援施策に関する助言・

指導等） 

・社会生活力を高めるための支援 

・ピアカウンセリング※2 

・権利の擁護のために必要な援助 

・専門機関の紹介 

2）基幹相談支援センター 

・総合的・専門的な相談支援の実施 

・地域の相談支援体制の強化の取組 

・地域移行・地域定着の促進の取組 

・権利擁護・虐待の防止 

3）基幹相談支援センター等機能強化事業 

・専門職員の配置、相談体制の強化、地域移行・定着の促進 

4）住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

・物件あっせん依頼、入居契約手続き支援、生活支援調整 

エ 成年後見制度

利用支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有

用であると認められる知的障がい者または精神障がい者に対し、成年

後見制度の利用を支援することにより、これらの障がい者の権利擁護

を図るものです。 

成年後見制度の利用に要する費用のうち、成年後見制度の申し立てに

要する経費(登記手数料、鑑定費用等)及び後見人等の報酬等）の全部

または一部を補助します。 

 

※1 ピアサポート：同じような立場の人による支援。 

※2 ピアカウンセリング：同じ障がいがあるなど、同じ立場にある仲間どうしによって行われる

カウンセリング。 
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事業名 内 容 

オ 成年後見制度 

法人後見支

援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を

確保するため、研修、組織体制の構築、適正な活動のための支援など

の体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活

動を支援することで、障がい者の権利擁護を図るものです。 

カ 意思疎通 

支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を図

ることに支障がある方に、意思疎通を支援する手話通訳者及び要約筆

記者等の派遣、点訳、代筆、代読、音声訳等による支援等を行い、意思

疎通の円滑化を図るものです。 

1）手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

2）手話通訳者設置事業 

キ 日常生活用具

給付等事業 

重度障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付ま

たは貸与を行います。 

1）介護・訓練支援用具 

2）自立生活支援用具 

3）在宅療養等支援用具 

4）情報・意志疎通支援用具 

5）排泄管理支援用具 

6）居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 

ク 手話奉仕員 

養成研修事

業 

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得し

た者を養成し、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等の自立し

た日常生活または社会生活を営むことができるようにするため、聴覚

障がい者等との交流活動の促進、広報活動などの支援者として期待さ

れる日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成研修す

るものです。 

ケ 移動支援事業 屋外での移動が困難な障がい者等について、社会生活上必要不可欠な

外出及び余暇活動等の社会参加を支援するため、屋外での移動が困難

な障がい者について、個別支援型、グループ支援型、車両移送型によ

り、外出のための支援を行います。 

コ 地域活動支援

センター機能

強化事業 

地域の実情に応じ、障がい者等が通所により、創作的活動または生産

活動の機会の提供、社会との交流の促進等を行う地域活動支援センタ

ーの機能を充実強化し、障がい者等の地域生活支援の促進するもので

す。 

サ その他事業 1）更生訓練費給付事業 

身体障害者社会参加施設への入所・通所者等に、更生訓練費を

給付し、社会復帰を促進します。 

2）施設入所者就職支度金給付事業 

身体障害者社会参加施設への入所・通所者等で、訓練を終了した方

に、就職支度金を給付し、社会復帰を促進します。 
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＜見込み量・実績値＞                            （年間） 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ア 理解促進研修・啓発事業 
見込量 有 有 有 

実績値 有 有 有 

イ 自発的活動支援事業 
見込量 有 有 有 

実績値 有 有 有 

ウ 相談支援事業     

 1）障害者相談支援事業 
見込量 3か所（共同） 3か所（共同） 3か所（共同） 

実績値 3か所 3か所 3か所 

 2）基幹相談支援センター 
見込量 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

実績値 有 有 有 

 
3）基幹相談支援センター等機

能強化事業 

見込量 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

実績値 有 有 有 

 
4）住宅入居等支援事業 

（居住サポート事業） 

見込量 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

実績値 有 有 有 

エ 成年後見制度利用支援事業 
見込量 0件 0件 0件 

実績値 0件 1件 1件 

オ 成年後見制度法人後見支援事

業 

見込量 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

実績値 有 有 有 

カ 意思疎通支援事業     

 
1）手話通訳者・要約筆記者派

遣事業 

見込量 0件 0件 0件 

実績値 0件 0件 0件 

 
2）手話通訳者設置事業 

（設置見込み者数） 

見込量 0人 0人 0人 

実績値 0人 0人 0人 

注）令和５年度実績は10月末現在                    資料：住民福祉課 
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（年間） 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

キ 日常生活用具給付等事業    

 1）介護・訓練支援用具 
見込量 0件 0件 1件 

実績値 0件 0件 0件 

 2）自立生活支援用具 
見込量 0件 1件 0件 

実績値 0件 1件 0件 

 3）在宅療養等支援用具 
見込量 1件 0件 0件 

実績値 0件 0件 2件 

 4）情報・意志疎通支援用具 
見込量 0件 0件 1件 

実績値 2件 1件 1件 

 5）排泄管理支援用具 
見込量 60件 60件 60件 

実績値 20件 21件 4件 

 
6）居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

見込量 0件 0件 0件 

実績値 0件 0件 0件 

ク 手話奉仕員養成研修事業 

（終了見込み者数） 

見込量 0人 0人 0人 

実績値 0人 0人 0人 

ケ 移動支援事業 

実利用者数 
見込量 2人 2人 2人 

実績値 0人 0人 0人 

延利用時間数 
見込量 40時間 40時間 40時間 

実績値 0時間 0時間 0時間 

コ 地域活動支援

センター機能

強化事業 

か所数 
見込量 2か所 2か所 2か所 

実績値 2か所 2か所 2か所 

延利用者数 
見込量 6人 6人 6人 

実績値 1人 1人 1人 

サ その他事業    

 1）更生訓練費給付事業 
見込量 0人 0人 0人 

実績値 1人 1人 0人 

 
2）施設入所者就職支度金給付事

業 

見込量 0人 0人 0人 

実績値 0人 0人 0人 

注）各年度末現在、令和５年度は10月末現在               資料：住民福祉課 
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【サービス見込み量】                        （年間） 

サービス名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ア 理解促進研修・啓発事業 有 有 有 

イ 自発的活動支援事業 有 有 有 

ウ 相談支援事業    

 1）障害者相談支援事業 
3か所 

 （共同） 

3か所 

 （共同） 

3か所 

 （共同） 

 2）基幹相談支援センター 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

 3）基幹相談支援センター等機能強化事業 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

 4）住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

エ 成年後見制度利用支援事業 1件 1件 1件 

オ 成年後見制度法人後見支援事業 有（共同） 有（共同） 有（共同） 

カ 意思疎通支援事業    

 1）手話通訳者・要約筆記者派遣事業 0件 0件 0件 

 2）手話通訳者設置事業（設置見込み者数） 0人 0人 0人 

キ 日常生活用具給付等事業    

 1）介護・訓練支援用具 2件 0件 0件 

 2）自立生活支援用具 0件 2件 0件 

 3）在宅療養等支援用具 0件 0件 2件 

 4）情報・意志疎通支援用具 0件 0件 1件 

 5）排泄管理支援用具 20件 20件 20件 

 6）居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 0件 0件 0件 

ク 手話奉仕員養成研修事業（終了見込み者数） 0人 0人 1人 

ケ 移動支援事業 
実利用者数 1人 1人 1人 

延利用時間数 16時間 16時間 16時間 

コ 地域活動支援センター機能強

化事業 

か所数 2か所 2か所 2か所 

延利用者数 1人 1人 1人 

サ その他事業    

 1）更生訓練費給付事業 0人 0人 0人 

 2）施設入所者就職支度金給付事業 0人 0人 0人 
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＜サービス提供にあたって＞ 

事業名 内  容 

ア 理解促進研修 

・啓発事業 

住民の障がい者等に対する理解を深めるため、教室等の開催、住民に

よる障害福祉サービス事業所等への訪問、イベントの開催、パンフレ

ットやホームページによる普及・啓発活動を、通年的に実施するよう

努めます。 

イ 自発的活動 

支援事業 

東秩父村身体障害者福祉会、東秩父村手をつなぐ育成会の活動を促進

するとともに、手帳取得者への情報提供を進め加入を促進します。 

ウ 相談支援事業 広域的な連携により、引き続き３か所で実施し、個別の相談支援事例、

障がい者の虐待防止、権利擁護への対応ができるよう、相談支援体制

の強化に努めます。 

障がい者の虐待防止は、障害者虐待防止センターにおいて課題に応じ

て専門家の参加・協力、相談員同士の協議や研究を行い、迅速な対応

を図ります。 

村による地域ケア会議等も活用し、地域において対応可能な問題につ

いて改善に取り組みます。 

エ 成年後見制度 

利用支援事業 

制度の普及に努めるとともに、判断能力が不十分な知的障がい者及び

精神障がい者に対し、成年後見制度利用の支援を行うことにより、そ

の人の有する能力を活用し、自らが希望する自立した日常生活の支援

に努めます。 

オ 成年後見制度 

法人後見支援 

事業 

東秩父村社会福祉協議会及び広域的な連携により、研修の実施体制の

確保を図ります。 

カ 意思疎通支援

事業 

手話通訳者派遣事業、要約筆記奉仕員派遣事業は、必要に応じて、埼

玉聴覚障害者情報センターと連携・協力し、実施体制の確保に努めま

す。 

広域的な連携による手話講習会などにより、手話通訳者の養成に努め

ます。 

キ 日常生活用具 

給付等事業 

障がい者等や家族の日常生活上の困難を改善し、自立に向けた社会参

加を促進できるよう、各サービスの情報提供を進めるとともに、給付

品目の定期的な見直しを行います。 

ク 手話奉仕員 

養成研修事業 

広域的な連携による手話講習会などにより、手話奉仕員の養成に努め

ます。 

ケ 移動支援事業 村外の事業所において対応を図るとともに、生活サポート事業による

村内事業所の移送サービスの利用を進めます。 

コ 地域活動支援 

センター機能 

強化事業 

広域的な連携により、地域活動支援センターが地域の創作的活動また

は生産活動の機会の提供に努めます。 

東秩父村、小川町、嵐山町、ときがわ町の４町村において、月１回開

催する集いの機会である「サロン・デュ・ウエスト」の情報提供を進

め、利用の促進を図ります。 

サ その他事業 

 

更生訓練費給付事業、施設入所者就職支度金給付事業について、サー

ビス対象者の把握に努めるとともに、情報の提供を進めます。 
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④障がい児者への支援体制の強化 

ア 障がい児の子ども・子育て支援等の提供体制の整備 

障がい児が利用希望に沿った教育・保育事業を利用できるよう、城山保育園及び和

紙の子児童クラブ（放課後児童健全育成事業）における障がい児の受入れ体制の整備

に努めます。 
 

＜サービス見込み量＞ 

城山保育園 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

希望人数 

（人） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

受入可能人数 

（人） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 － － 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
 

和紙の子児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

希望人数 

（人） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

受入可能人数 

（人） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 － － 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

イ 発達障がい者等に対する支援 

発達障がいの早期発見・早期支援を行うため、県発達障害者支援センターをはじめ、

周辺市町及び比企地域自立支援協議会との連携により、発達障がいに関する情報提供

や相談支援の充実を図ります。 
 

事業の概要 

項  目 内  容 

発達障がい者及び

家族等への支援 

発達障がい児を持つ保護者を対象に、障がい児の行動を理解し、対応

方法を考えること等を目的とした保護者向け学習会やペアレントトレ

ーニングの機会を確保します。 

ペアレントメンタ

ー事業 

発達障がいのある子どもを育ててきた親が、様々な不安を持つ親に対

して同じ立場から情報提供や助言等を行うペアレントメンターの取組

を進めます。 
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項  目 内  容 

ピアサポート活動 当事者同士が集い、交流することで、情報交換や意見交換が行えるピ

アサポート活動を進めます。 

 

＜事業の見込量＞ 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受講者数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 6 6 6 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の実施者数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 － － － 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

ペアレントメンターの人数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

ピアサポートの活動への参加人数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

ウ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がい者が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしを実現するためには、
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医療、障がい福祉、住まい、社会参加、就労、地域の助け合い等が包括的に確保され

ていくことが重要です。 

周辺市町及び比企地域自立支援協議会との連携を図り、保健、医療、福祉等の協議

の場を通じて、精神障がい者に対する重層的な連携による支援体制を構築します。 
 

事業の概要 

項  目 内  容 

保健・医療・福祉

関係者による協議

の場 

保健、医療、福祉等の各関係機関が連携を図るための協議の場を設け、

精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 

精神障がい者に対

する障害福祉サー

ビスの充実 

精神障がい者の地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助、自立生

活援助のサービスの充実を進め、地域で安心して生活できるよう支援

します。 

 

＜事業の見込量＞ 

協議の場の開催回数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

回数 

（回） 

見込量 5 5 5 
見込量 5 5 5 

実績 3 4 5 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

「協議の場」は、比企地域自立支援協議会の圏域内においての見込（以下同じ） 

 

協議の場への関係者の参加者数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延人数 

（人） 

見込量 1 1 1 
見込量 100 100 100 

実績 63 85 57 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

協議の場における目標設定及び評価の実施回数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

協議の場の

有無 

見込量 有 有 有 
見込量 有 有 有 

実績 有 有 有 

実施回数 

（回） 

見込量 1 1 1 
見込量 1 1 1 

実績 1 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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精神障がい者の地域移行支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

精神障がい者の地域定着支援 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 0 0 0 
見込量 0 0 0 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

精神障がい者の共同生活援助（グループホーム） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 3 4 4 
見込量 5 5 5 

実績 4 4 5 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

精神障がい者の自立訓練（生活訓練） 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 － － － 
見込量 1 1 1 

実績 0 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

精神障がい者の自立生活援助 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数 

（人） 

見込量 0 0 0 
見込量 1 1 1 

実績 0 0 0 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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エ 相談支援体制の充実・強化等 

多種多様で、かつ複合的な相談内容に対応するため、比企地域自立支援協議会及び

比企地域基幹相談支援センター等との連携強化を図ります。 

 

事業の概要 

項  目 内  容 

総合的・専門的な

相談支援の実施 

比企地域基幹相談支援センターを中心に、障害の種別や各種のニーズ

に対応できる総合的・専門的な相談支援体制の構築を図ります。 

地域の相談支援体

制の強化 

比企地域基幹相談支援センターにおいて、地域の相談支援事業に対す

る訪問等による専門的な指導・助言を行うとともに、人材育成の支援、

地域の相談機関との連携強化を図ります。 

 

＜事業の見込量＞ 

基幹相談支援センターの設置数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

設置数 

（か所） 

見込量 1 1 1 
見込量 1 1 1 

実績 1 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

基幹相談支援センターによる相談支援事業所に対する指導・助言件数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

件数 

（件） 

見込量 0 0 0 
見込量 120 120 120 

実績 93 132 47 

注）比企地域８市町村の数値、令和５年度の実績は9月末現在       資料：住民福祉課 

 

基幹相談支援センターによる人材育成の支援件数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

件数 

（件） 

見込量 0 0 0 
見込量 10 10 10 

実績 2 2 1 

注）比企地域８市町村の数値、令和５年度の実績は9月末現在        資料：住民福祉課 
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基幹相談支援センターによる連携強化の取組の実施回数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

区分 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

回数 

（回） 

見込量 0 0 0 
見込量 12 12 12 

実績 6 6 2 

注）比企地域８市町村の数値、令和５年度の実績は9月末現在       資料：住民福祉課 
 

基幹相談支援センターによる個別事例の検討回数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

区分 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

回数 

（回） 

見込量 － － － 
見込量 21 21 21 

実績 18 21 16 

注）比企地域８市町村の数値、令和５年度の実績は9月末現在       資料：住民福祉課 
 

基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

区分 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

人数 

（人） 

見込量 － － － 
見込量 1 1 1 

実績 1 1 1 

注）比企地域８市町村の数値、令和５年度の実績は10月末現在       資料：住民福祉課 
 

協議会における個別事例を通じた地域のサービス基盤の開発・改善 

相談支援事業参画による事例検討実施回数、参加事業者数・機関数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

区分 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

回数 

（回） 

見込量 － － － 
見込量 2 2 2 

実績 2 2 1 

事業者数 

（事業者） 

見込量 － － － 
見込量 21 21 21 

実績 21 21 10 

注）令和５年度の実績は9月末現在                   資料：住民福祉課 
 

専門部会の設置数、実施回数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

区分 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

部会数 

（部会） 

見込量 － － － 
見込量 4 4 4 

実績 4 4 4 

実施回数 

（回） 

見込量 － － － 
見込量 26 26 26 

実績 26 26 13 

注）令和５年度の実績は9月末現在                   資料：住民福祉課 
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オ 障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

障がいの重度化や高齢化、ニーズの多様化に対応するため、比企地域自立支援協

議会においてサービスの質の向上に取り組みます。 

県等が実施する障害福祉サービス等に係る研修等を活用するとともに、障害者自

立支援審査支払等システムによる審査結果を分析し、請求上の注意点等について事

業所への周知を行います。 

 

事業の概要 

項  目 内  容 

障害福祉サービス

等に係る各種研修

の活用 

障害者総合支援法の具体的内容を理解する観点から、県等が行う研修

の積極的な参加を図ります。初任者研修、権利擁護・虐待防止に関す

る研修等への参加を進めます。 

障害者自立支援審

査支払等システム

による審査結果の

共有 

システムの審査結果を分析してその結果を事業所等との共有を進める

ことにより、請求の過誤をなくすとともに、適正化と事務負担の軽減

を図ります。 

 

＜事業の見込量＞ 

県が実施する研修への参加人数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延人数 

（人） 

見込量 1 1 1 
見込量 1 1 1 

実績 1 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を共有する体制 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

体制の有無 
見込量 有 有 有 

見込量 有 有 有 
実績 有 有 有 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 
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障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有の実施回数 

項 目 

第６期見込・実績 第７期見込 

区分 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 
区分 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施回数 

（回） 

見込量 1 1 1 
見込量 1 1 1 

実績 1 1 1 

注）令和５年度の実績は10月末現在                   資料：住民福祉課 

 

カ サービスの確保策 

１）人材の育成と確保 

多様化・複雑化する相談者のニーズに迅速に対応できるよう、保健師、社会福祉士、精

神保健福祉士、手話通訳者など、障がい福祉に関する専門職員の育成や確保に努めます。 

相談支援の提供体制の整備と質の確保のため、相談支援専門員の研修情報の提供な

ど、比企地域基幹相談支援センター及び比企地域自立支援協議会との連携に努めます。 

 

２）確実な情報提供 

サービスの内容や利用方法などについて、利用者や住民、事業者に対し、ホームペ

ージやパンフレットなどを活用し、様々な機会を捉えて情報提供を行います。 

 

３）サービス提供基盤の整備方針 

各サービスの提供は、周辺市町や関係団体と連携が不可欠であるため、広域的に設

置している比企地域自立支援協議会をはじめ、周辺市町や東秩父村社会福祉協議会、

サービス事業者などとの連携を強化し、担い手となる事業者の育成を図ります。 

 

４）サービスを利用しやすい環境づくり 

必要な方に必要なサービスを提供するため、比企地域自立支援協議会において利用

者やその家族のニーズ及び事業者の意向を把握し、サービス内容の充実や提供体制の

強化に努めます。 

また、介護保険制度の対象となる障がい者の介護保険サービスの円滑な利用を進め

るため、介護保険担当、ケアマネジャー等関係者と連携するとともに、地域資源を活

用したサービス提供に努めます。 
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（３）健康な生活への支援 

＜現状と課題＞ 

保健センターでは、生活習慣病や障がいの予防、早期発見と早期治療・療育に向け

て、各種健診、生活習慣病の重症化予防、新生児聴覚検査費用の助成、健康相談、訪

問指導、運動教室などを行っているほか、健診・検診時には送迎を実施しています。 

子育て支援センターでは、保健センターと連携し、乳幼児と保護者の集いの場づくり

や育児不安解消のため、のびのび広場、あそびの教室、離乳食教室を実施しているほか、

サポート手帳等により発達障がい児（者）と家族への継続的な支援を行っています。 

学校では、健康診断（内科検診、歯科健診、耳鼻科検診、眼科検診）を行っているほ

か、就学時健康診断を実施しています。 

障がい児者の支援に係る関係者により、地域ケア担当者会議を定期的に開催してお

り、本人や家族等への支援方針について検討を行っています。 

医療については、医療費による経済的な負担を軽減するため、自立支援医療の情報提

供を進めています。 

今後も、障がい児等の早期発見と早期療育を支援するとともに、地域ケア担当者会

議による重層的な支援体制の強化に取り組む必要があります。 

 

＜施策＞ 

①保健活動の充実 

項 目 内 容 関係課等 

ア 障がいの早期

発見と早期療

育の充実 

妊産婦と胎児、新生児の健康を支援するため、妊婦健

診、健康相談、訪問指導、新生児聴覚検査費用の助成

を進めます。 

保健センター 

障がい児等を早期に発見するため、乳幼児健診、乳幼

児相談、学校の健康診断、就学時健診を行います。 

保健センター 

教育委員会 

早期の療育や発達を支援するため、児童発達支援セン

ター（近隣自治体との連携による設置を予定）や医療機

関などと連携し、発達相談を進めます。 

住民福祉課 

保健センター 

乳幼児と保護者の集いの機会や育児不安を解消する

ため、のびのび広場、あそびの教室、離乳食教室を実

施します。 

保健センター 

子育て支援セ

ンター 
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項 目 内 容 関係課等 

イ 発達障がい児

（者）支援の

充実 

発達障がい児（者）が、乳幼児期から成人に至るまで

一貫した支援を受けられるよう、「サポート手帳」の

普及に努め、支援を図ります。 

保健センター 

住民福祉課 

ウ 健康の保持・

増進、予防 

障がい者等の健康づくり意識を高めるため、健康診査

等の受診の促進、受診への支援に努めます。 

保健センター 

糖尿病などの生活習慣病の予防、新たな障がいの発生

や重度化の予防、自立した食生活を支援するため、健

康教育、健康相談、訪問指導を進めます。 

保健センター 

エ 精神保健福祉 

・難病対策等 

精神障がい、難病、若年性認知症、高次脳機能障害、

依存症等である本人とその家族が、地域での生活を継

続できるよう、相談・支援に努めます。 

住民福祉課 

保健センター 

自殺の予防対策に取り組むとともに、本人及び自殺未

遂者や親族等の状況に応じた対応に努めます。 

保健センター 

オ 重層的な相談

支援体制の強

化 

本人や家族等への支援のあり方を重層的かつ包括的

な検討を行う地域ケア担当者会議により、相談支援体

制の強化を図ります。 

住民福祉課 

保健衛生課 

 

②医療サービスの充実 

項 目 内 容 関係課等 

ア 医療費負担の

軽減 

自立支援医療に関する情報提供を進め、利用を促進し

ます。 

住民福祉課 

保健センター 
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（４）生きる力を身につける学習支援 

＜現状と課題＞ 

城山保育園では、療育機関との連携により児童発達支援相談を実施するなど、保

育内容の充実に努めています。 

保育園、学校、住民福祉課、保健センター、療育機関による就学支援委員会を年

２回開催し、障がい児等の就学支援に努めています。 

学校教育では、校内委員会を設置するとともに、在籍する学校または学級以外で

の必要な学習活動を行う支援籍学習、特別支援学級の設置、教科支援員やスクール

ソーシャルワーカー等の配置、個別指導計画の作成を行っています。 

また、埼玉県が主催する研修に参加するとともに、特別支援学校の情報提供など、

障がい児等の状況に応じた支援を行っています。 

和紙の子児童クラブ（放課後児童健全育成事業）では、令和５年10月末現在、障

がい児等の利用はありませんが、利用児童の状況に合わせた保育を行っています。 

今後も、適切な教育や訓練を受けられるよう、城山保育園、学校、和紙の子児童

クラブにおいて、障がい等の状況に応じた保育、教育、相談活動に取り組む必要が

あります。 

 

＜施策＞ 

①障がい児等保育の充実 

項 目 内 容 関係課等 

ア 城山保育園の

充実 

障がい児等への適切な保育を行うため、療育機関との

連携による発達支援を行うともに、職員研修を実施し

ます。 

城山保育園 

障がい児等の利用状況に応じて、施設の段差の解消や

トイレ等の改善を進めます。 

城山保育園 

イ 放課後児童健

全育成事業の

充実 

障がい児等への適切な保育を行うため、職員研修等を

実施します。 

和紙の子児童

クラブ 

障がい児等の利用状況に応じて、和紙の子児童クラブ

の施設改善に努めます。 

和紙の子児童

クラブ 
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②学校教育の充実 

施 策 内 容 関係課等 

ア 就学・進学 

相談体制の 

充実 

障がい児等の就学や進学の相談に対応するため、関係

機関と連携し就学支援委員会を開催します。 

教育委員会 

学校卒業時の進路の検討を支援するため、特別支援学

校の見学会や学校公開等の情報提供を進めます。 

教育委員会 

イ 一貫した相談

支援体制の 

整備 

一人ひとりの状況に応じた一貫した支援を行うため、

個別の教育支援計画を作成します。 

教育委員会 

発達障がい等の児童生徒を支援するため、校内委員会

の設置、特別支援教育コーディネーター、スクールソ

ーシャルワーカー等の配置、支援籍学習などにより、

インクルーシブ教育の構築を図ります。 

教育委員会 

児童家庭支援センターと連携し、児童、家庭への相談

支援に努めます。 

教育委員会 

ウ 指導力の向上 教職員の障がいへの理解を深めるため、研修等を実施

し、適切な指導に努めます。 

教育委員会 

障がいのある児童生徒の学習を支援するため、教科支

援員を配置します。 

教育委員会 

エ 学校施設の 

整備 

障がい児等の在籍状況に応じて、段差の解消やトイレ

等の施設改善を進めます。 

教育委員会 
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（５）福祉のむらづくり 

＜現状と課題＞ 

地域における相談活動は、民生委員・児童委員、行政区長、知的障害者相談員に

より進めているほか、各種サービスにより経済的支援や介助支援を行っています。 

東秩父村社会福祉協議会が東秩父村手をつなぐ育成会の事務局となり、活動を支

援しているほか、村広報紙等において団体の情報提供を行っています。 

障がい者等の外出の支援では、ＮＰＯ法人ふれあいやまびこ会により福祉有償運

送、公共交通空白地有償運送を行っており、「公共交通利用促進リーフレット」を全

戸配布したほか、公共交通空白地有償運送自宅送迎制度（やまびこおかえり便）の

導入に向けて取組を進めています。 

障害者虐待防止法に基づき東秩父村障害者虐待防止センターを住民福祉課内に設置

しており、障害福祉サービス等の利用者の人権擁護、虐待の防止等を図っています。 

防災情報通信システム（タブレット）により防災・防犯情報を提供するとともに、

避難行動要支援者の把握を進め災害時の避難支援対策の強化を図っています。 

防犯活動では、自主防犯団体への啓発品を提供しているほか、消費者相談により

トラブル等の防止を図っています。 

関係団体等へのヒアリングでは、公共交通空白地有償運送自宅送迎制度（やまび

こおかえり便）の本格導入が期待されているほか、災害時の移動支援や福祉避難所

開設時の障がい児者等への配慮が求められています。 

また、成年後見制度や思いやり駐車場制度（パーキング・パーミット制度）の情

報提供、関係団体による大会やイベントの情報提供、団体のイベント企画立案支援

など、社会参加活動への支援が求められています。 

今後も、障がい者等とその家族が地域での生活を継続できるよう、手話言語条例

を制定するとともに、日常生活への支援や団体活動等の促進、生きがいづくりへの

活動に取り組む必要があります。 

 

＜施策＞ 

①地域生活への支援 

施 策 内 容 関係課等 

ア 相談活動の 

充実 

民生委員・児童委員、行政区長、障害者相談員等との

連携により、相談活動を進めます。 

住民福祉課 

イ 就労の場の 

確保 

村内の事業所と連携し、障がい者等が就労する場の確

保に努めます。 

住民福祉課 

産業観光課 
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施 策 内 容 関係課等 

ウ 経済的な負担

の軽減 

経済的な負担を軽減するため、在宅重度心身障害者手

当・介護手当支給事業、重度心身障害者福祉タクシー利

用料金助成事業、重度心身障害者自動車等燃料費助成事

業、重度心身障害者医療費支給事業、重度心身障害者福

祉年金給付事業を進めます。 

住民福祉課 

エ 柔軟な福祉 

サービスの 

提供 

地域生活の支援と社会参加を支援するため、一時預か

り、移送サービス等を行う「障害児（者）生活サポー

ト事業」を進めます。 

住民福祉課 

オ 移動の支援 通院、買い物、各種催しや事業等への参加などの外出

を支援するため、ＮＰＯ法人ふれあいやまびこ会との

連携による、福祉有償運送、公共交通空白地有償運送

を進めます。 

企画財政課 

和紙の里から自宅までの移動の利便性を確保するた

め、公共交通空白地有償運送自宅送迎制度（やまびこ

おかえり便）の導入を図ります。 

企画財政課 

思いやり駐車場等の適正利用を進めるため、思いやり

駐車場制度（パーキング・パーミット制度）の情報提

供を進めます。 

住民福祉課 

カ 虐待の防止 

 

障害福祉サービス等の利用者の人権擁護、虐待の防止

等を図るため、東秩父村障害者虐待防止センター（住

民福祉課）による活動を進めます。 

住民福祉課 

オ 手話言語条例

の制定 

手話は言語であるとの認識に基づき、ろう者とろう者

以外の人がお互いを尊重し共生できる社会の実現を

目指し、手話言語条例を制定します。 

住民福祉課 

 

②団体活動等への支援 

施 策 内 容 関係課等 

ア 団体等の情報

提供 

手をつなぐ育成会等の情報提供を進め、加入を促進し

ます。 

住民福祉課 

イ ボランティア

活動の促進 

「東秩父お守り隊」など、住民によるボランティア活

動を促進します。 

住民福祉課 

ウ 障がい者就労

施設の活動 

促進 

障害者優先調達方針に基づき、障がい者就労施設など

からの物品及び役務の調達を図るとともに、民間企業

の発注を促進します。 

住民福祉課 
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③生活環境の充実 

施 策 内 容 関係課等 

ア 公共施設等の

整備 

各公共施設において、スロープ、より使いやすい多目

的トイレの整備、思いやり駐車場の整備など、適切な

施設改善に努めます。 

総務課 

防犯灯の整備等により、道路環境の向上に努めます。 総務課 

イ 災害時等の 

安全確保 

災害時の避難支援体制を強化するため、避難行動要支

援者の個別支援計画の作成に努めます。 

住民福祉課 

総務課 

福祉避難所（保健センター）の備蓄品など支援体制を強

化及び運営体制の見直しを行うとともに、避難所等にお

ける障がい者等への配慮に努めます。 

住民福祉課 

総務課 

防災情報通信システム（タブレット）を活用し、防災

情報の提供を図ります。 

総務課 

比企広域消防本部及び小川消防署東秩父分署、民生委

員・児童委員と連携し、緊急通報システムの普及、設

置を進めます。 

住民福祉課 

障がい者などが必要とする援助内容を示すヘルプカ

ード及びハートプラスカードの普及を図ります。 

住民福祉課 

ウ 防犯体制の 

整備 

障がい者をはじめ住民の安全な暮らしを守るため、地域

住民による自主防犯団体活動を促進します。 

総務課 

地域安全活動を啓発するため、地域パトロールや広報

活動を進めます。 

総務課 

犯罪被害を未然に防ぐため、防災情報通信システム

（タブレット）を活用し、情報提供に努めます。 

総務課 

増加している特殊詐欺等の被害を未然に防ぐため、啓

発品の配布や情報提供を行います。 

総務課 

エ 消費トラブル

等の防止 

障がい者の消費者トラブルを防止するため、消費者相

談を実施するとともに、悪質商法や製品事故に関する

情報の提供を進めます。 

産業観光課 
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④生きがい活動の充実 

施 策 内 容 関係課等 

ア 文化活動、 

スポーツ・ 

レクリエー 

ション活動

の促進 

障がい者等の文化活動、スポーツ・レクリエー

ション活動などの情報提供や外出機会の提供

に努めます。 

住民福祉課 

障がい者等の関係団体によるスポーツ活動や

文化活動への参加を支援するため、イベント等

の情報提供を進めます。 

住民福祉課 

イ 図書館の充

実 

 

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関す

る法律（読書バリアフリー法）に基づき、視覚

障がい者等の図書館の利用に配慮するため、読

書環境の整備を図ります。 

教育委員会 
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第５章 東秩父村成年後見制度利用促進基本計画 
 

１ 権利擁護への取組状況 

成年後見制度は、意思決定時の権利行使の支援を必要とする人、虐待や財産の侵害

から自身を守るために支援を必要とする人が、共に自立した生活を送れるように支援

するものであり、地域共生社会の実現を目指すうえで、本人を中心とした支援・活動

の共通の基盤となるものです。 

近年の高齢化、単身世帯の増加等により、生活に困難を抱える人が増えることが懸

念されることから、令和４年度に住民福祉課を成年後見制度の中核機関として位置付

け体制を強化しています。 

成年後見制度の利用に関する相談が令和４年度及び令和５年度にそれぞれ１件あ

り、令和４年度では「村長申立て」による対応を行いました。 

また、東秩父村社会福祉協議会では、日常生活自立支援事業（あんしんサポートね

っと）により金銭管理や重要書類の預かり等を行っています。 

関係団体のヒアリングでは、親亡き後に備えられるよう、成年後見制度についての情

報提供が求められています。 

今後は、各地区の会合や介護予防事業等の機会を通じて、成年後見制度の普及を進

めるとともに、制度利用の支援体制の強化していく必要があります。 
 

成年後見制度の相談支援・利用状況 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

成年後見制度利用支援事業 0件 1件 1件 

村長申立て － 1件 0件 

注）年度末現在、令和５年度は10月末現在                資料：住民福祉課 

 

～ 成年後見制度とは ～ 

〇認知症、知的障がい、精神障がいなどによって、ひとりで決めることに不安や心配がある人

が、いろいろな契約や手続きをするときに、成年後見人等が保護し、支援する制度です。 

〇成年後見制度には、法定後見制度と任意後見制度があります。 

〇法定後見制度は、家庭裁判所によって、成年後見人等が選ばれる（選任される）制度で

す。本人の判断能力に応じて３つの類型が用意されています。 

    補助：自己の財産を管理・処分するには、援助が必要な場合がある。 

    保佐：自己の財産を管理・処分するには、常に援助が必要である。 

    後見：自己の財産を管理処分することができない。 

成年後見人等は、本人の家族や親族のほか、福祉や法律の専門職（社会福祉士、司法

書士、弁護士等）などがなります。また、専門的な研修を受けた地域の人（市民後見

人）や後見をしてくれる団体（法人）などがなる場合もあります。 

〇任意後見制度は、あらかじめ本人自らが選んだ人（任意後見人）に、ひとりで決めるこ

とが心配になったときに代わりにしてもらいたいことを契約（任意後見契約）で決めて

おく制度です。 
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■権利擁護支援の地域連携ネットワークのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

権利擁護支援チーム、協議会、中核機関の内容 

項 目 内 容 

権利擁護支

援チーム 

〇権利擁護支援が必要な人を中心に、本人の状況に応じ、本人に身近な親族等や

地域、保健・福祉・医療の関係者などが、協力して日常的に本人を見守り、本

人の意思や状況を継続的に把握し、必要な対応を行う仕組みです。 

〇福祉・医療等のサービス調整や支援を行う体制に、必要に応じて、法律・福祉

の専門職や後見人等、意思決定に寄り添う人などが加わり、適切に本人の権利

擁護が図られるようにします。 

協議会 〇専門職団体や当事者等団体などを含む関係機関・団体が、連携体制を強化し、

これらの機関・団体による自発的な協力を進める仕組みです。 

〇成年後見制度を利用する事案に限定することなく、「権利擁護支援チーム」に対

し、法律・福祉の専門職や関係機関が必要な支援を行えるように協議の場を設

けます。中核機関が事務局機能を担います。 

中核機関 〇地域連携ネットワークのコーディネートを担う中核的な機関や体制です。 

［役割］・本人や関係者等からの権利擁護支援や成年後見制度に関する相談を受

け、必要に応じて専門的助言等を確保しつつ、権利擁護支援の内容の検

討や支援を適切に実施するためのコーディネート 

・専門職団体・関係機関の協力・連携強化を図るために関係者のコーディ

ネート（協議会の運営等） 
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２ 取組内容 

（１）成年後見制度等の周知と利用支援 

施 策 内 容 関係課 

①成年後見制度等

の普及 

住民の成年後見制度への理解を深めるため、広報紙、

ホームページ等による情報提供を進めます。 

住民福祉課 

東秩父村社会福祉協議会による日常生活自立支援事

業（あんしんサポートねっと）の普及を図ります。 

住民福祉課 

②成年後見制度等

の利用支援 

本人や親族等による制度利用の申立てが困難な場合

に、村長が代わって申立てを行う成年後見制度利用支

援事業を進めます。 

住民福祉課 

成年後見制度の利用に関する相談に対応するため、住

民福祉課窓口において相談体制の強化を図ります。 

住民福祉課 

成年後見制度の利用を支援するため、地域包括支援セ

ンターによる相談活動を進めます。 

地域包括支援

センター 

 

（２）成年後見制度の実施体制の構築 

施 策 内 容 関係課 

①中核機関・協議

会の運営 

成年後見制度を円滑に実施するため、住民福祉課を中

核機関として協議会の運営を図ります。 

住民福祉課 

②担い手の確保・

育成 

制度の利用を支援する人材を確保するため、市民後見

人の養成について情報提供を進めます。 

住民福祉課 

東秩父村社会福祉協議会による法人後見の実施体制

の整備を促進します。 

住民福祉課 

③地域の見守り活

動等との連携 

民生委員・児童委員、居宅介護支援事業所等と連携し、

制度の利用が望ましい方への情報提供及び利用への

支援に努めます。 

住民福祉課 

④地域連携ネット

ワークの整備 

権利擁護支援を担う福祉・行政・法律専門職・家庭裁

判所等の関係者が連携・協力し、制度利用者の状況に

応じた適切な支援につなげるため、地域連携を進める

ネットワークの整備を図ります。 

住民福祉課 

 

 


